
し、利害を超えて業界が一丸となって宣言して１年の間で、洋
上風力プロジェクトはコスト高というイメージを払拭し、有力な
選択肢としての地位の向上が現実化したことに驚かされました。

欧州からの洋上風車の導入は、欧州市場の成果を取り込む位
置づけですが、身近に多様な電源に接続するグリッド網と大陸
棚の存在があり、地道な努力を積み重ねることが可能であった
がゆえに、欧州で洋上風力分野について層の厚い技術開発・ノ
ウハウ蓄積がなされたと考えます。

日本でも洋上風力プロジェクトの現場の人材育成が始まり、
今後の産業蓄積で人材層の厚みが増し、並行して、組成される
プロジェクトのために海外からノウハウをもった外国技術者が
集まってくるかと思われます。海外の技術をベースとしていて
も新しい事業分野が産業化される過程で社会に活気を与え、成
熟した段階での大型洋上風車の日本市場への導入はLeapfrog
の側面があり、新しい社会システム構築への原動力になります。

シルクロードの時代からさまざまな渡来人が日本に技術・文
化をもたらしてきました。2000年以降、日本において経済指標
的には失われたものはあったかもしれませんが、インフラ面を
含めた住み心地のよさは海外と比して失われていない日本の長
所のひとつです。自前主義を意識し過ぎず外から優秀な人材に
集まってもらい、多様な新しいトレンドを混淆融和させていけ
れば、社会の豊かさへの展開が期待できそうです。

� 専務理事　東 浩

注1：洋上風車の発電機構がある核心部。
注2：下記のWebページで声明を確認できます。
https://windeurope.org/wp-content/uploads/files/policy/topics/
offshore/Offshore-wind-cost-reduction-statement.pdf

デンマークの首都コペンハーゲンから鉄道で西に向かうと、1
時間程度でシェラン島の西岸に着きます。フュン島へ渡る橋は
海面に近く、海を滑空するような車窓の風景が流れていき、橋
を渡りしばらくすると、駅前に芝生の公園が広がる静寂な風景
のオーデンセ駅に到着。工業地帯を感じさせないデンマーク第
３の都市のオーデンセは、日本近海の洋上風力プロジェクトに
導入されるナセル（注1）の製造地という日本とのつながりがありま
す。その輸送距離を経てもデンマーク製の製品が必要であるこ
とを踏まえるに、東京都庁の高さに近いインフラ設備でありな
がらも、洋上風車は繊細な技術の集約であることがうかがい知
れます。

現在は欧州のグリーン政策で主要な選択肢としての位置を占
める洋上風力ですが、10年前は現在の半分未満の小さい出力の
洋上風車で各社がしのぎを削っており、規模が確保できず、洋上
風力は公的補助金なしでは成立しない再エネ発電の類型でした。
当時は５MW級から10MW級への洋上風車の大型化が高い壁で
あり、それに向けた技術開発・商用化に各社とも注力していまし
たが、洋上風力はともすれば採算性に難がある選択肢に位置づ
けられていた認識です。

かかる状況下、2016年６月に洋上風力事業および洋上風車
製造事業の名だたる企業が連名で、「洋上風力プロジェクトにか
かわるサプライチェーン全体で事業コスト低減を図り、ほかの
電源での発電事業と引けを取らないコスト競争力を確保する」
旨の声明を公表しました（注２）。実際に、補助金ゼロ入札が増加
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